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WMO 温室効果ガス年報

（気象庁訳）

2019年12月までの世界の観測結果に基づく 

大気中の温室効果ガスの状況

（世界気象機関） （全球大気監視）

新型コロナウイルス（COVID-19）感染拡大に伴う移動制限措置の影響は、 

大気中の二酸化炭素濃度に見られるか 

2020年2月5日から5月6日までの欧州3都市における日別平均二酸
化炭素排出量（赤色の領域）及び前年の同期間における排出量
（灰色の領域）。濃い灰色の横棒は公的な封鎖による期間、薄い灰
色の横棒は部分的な封鎖や一般規制（例：学校閉鎖、個人の接触
機会の抑制、移動制限等）の期間を示す。出典：[6] 

人類はCOVID-19に関連した重大な健康と経済の危機に

直面している。2020年の早い段階で広く導入され、現在も世

界中の多くの場所で継続されている移動制限措置は、複数

成分の人為起源の排出に影響を与え、結果として大気中の

化学組成に変化を及ぼした。これらの変化は特に都市部で

顕著であり、大気汚染物質と温室効果ガスに見られた。しか

しながら、移動制限措置による人為起源排出量の減少は、

大気中二酸化炭素濃度の年々の自然変動の規模と比較し

て小さいか、あるいはほとんど同じため、2020年の大気中の

二酸化炭素濃度の全球平均値に顕著な影響を認めること

はないであろう。 

地球規模での大気中二酸化炭素濃度は、大気中に出入

りする二酸化炭素のフラックス収支を表現する。二酸化炭素

は乱流混合と大気輸送によってよく混合されるガスであり、

長期間にわたり大気中に蓄積され、放出がゼロでなければ

大気中濃度の増加につながる。人為起源の二酸化炭素の

排出量は、工業化以前（1750年以前）より世界的に年々増

加しており、過去10年間で年あたり約1％増加している[1]。

この結果、期間中に年間2～3 ppm(2)の範囲で大気中の二酸

化炭素濃度(1)が増加した。この増加は、1年間の大気中二酸

化炭素濃度の変化を0.1ppmの精度で監視することができる

全球大気監視（GAW）の全球地上観測ネットワークで報告さ

れている。大気中の増加量のうち約1 ppmの年々変動は、ほ

ぼ生態系と海洋による二酸化炭素の吸収の変動に起因す

る（これらを合わせて毎年の人為起源排出量の約半分を吸

収している[2]）。化石燃料起源と生物起源の二酸化炭素

は、昨年の温室効果ガス年報で記載したように、同位体分

析を用いて区別することが可能である。 

 

グローバル・カーボン・プロジェクト（GCP）[3]は、2020年前

半の移動制限の最も厳しい時期に、日々の二酸化炭素排出

量が2019年の平均的な水準と比較して、世界全体で最大

17％削減された可能性があると推定した。移動制限措置の

期間と程度は依然不明確なため、2020年の二酸化炭素の総

排出削減量の予測は非常に難しい。しかしながら、予備的な

試算では、2019年の水準と比較して、世界全体の年間排出

量は4.2％から7.5％の削減となることが予測されている。地

球規模では、この規模の排出量の減少では大気中の二酸

化炭素濃度は減少せず、増加速度が若干減少するだけで、

結果として、世界的大流行が発生しなかった場合より、予測

される年間の大気中二酸化炭素濃度は0.08～0.23 ppm低く

なる。この減少は、1 ppmの自然の年変動の範囲内に収まっ

ており、このことは、COVID-19の移動制限措置の影響は、

短期的には年々の自然変動と区別できないことを示してい

る。同様の結論が、カーボン・ブリーフ[4]と統合的炭素循環

観測システム（ICOS）[5]で得られている。 

自然の二酸化炭素変動が大きい中で化石燃料による変

動を検出するためには、複雑なデータモデリングと同様に、

ロバスト統計量を決定するための長期間の時系列が必要と

なる。この検出を行うために、いくつかの手法が用いられて

いる。取り組みの一例として、WMO 統合全球温室効果ガス

情報システム（IG3IS）は大気観測とモデリングを活用してい

る。ICOS[6]によって採用されている他の取り組みとして、都

市内で二酸化炭素排出量を直接測定するものがある。ICOS

による最近の研究では、測定地点の半径数キロ以内の垂直

交換フラックスを直接測定する手法を用いて、バーゼル、ベ

ルリン、フィレンツェ、ヘルシンキ、イラクリオン、ロンドン及び

ペーザロの市内中心部で、最大75％の排出削減を検出して

いる（図参照）。

正味の化石燃料起源の二酸化炭素放出がゼロに近づい

たときのみ、生態系と海洋の正味の吸収により、大気中の二

酸化炭素濃度が減少し始めると推測される。しかし、たとえ

その場合でも、既に大気中に放出された二酸化炭素の多く

は数世紀にもわたって滞留し続け、気候を暖め続けることに

なるであろう。さらに、地球の気候システムは、海洋が過剰な

熱を緩衝するため、数十年の時間差を持っている。したがっ

て、排出量を早く削減すればするほど、世界がパリ協定で合

意した温暖化のしきい値を超える可能性は低くなる。 
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要約 

WMO全球大気監視（GAW）計画から得られた観測成果の最

新の解析によると、2019年の二酸化炭素（CO2）、メタン（CH4）、

一酸化二窒素（N2O）の現場観測ネットワークによる地上での

世界平均濃度（1）は、それぞれ、410.5±0.2 ppm（2）、1877±2

ppb（3）、332.0±0.1 ppbとなり、解析開始以来の最高値を更新し

た。これらの値は、工業化以前の、それぞれ148%、260%、123%

である。二酸化炭素の2018年から2019年までの濃度増加量

は、2017年から2018年までの増加量及び最近10年間の平均

年増加量より大きかった。メタンの2018年から2019年までの濃

度増加量は、2017年から2018年までの増加量よりわずかに小

さいものの、最近10年間の平均年増加量よりはまだわずかに

大きかった。一酸化二窒素の2018年から2019年までの濃度増

加量は、2017年から2018年までの増加量より小さく、最近10年

間の平均年増加量とほぼ同等であった。米国海洋大気庁

（NOAA）年次温室効果ガス指標（AGGI）[7]によると、1990年か

ら2019年までに、長寿命の温室効果ガス（LLGHG）による放射

強制力は45%増加しており、二酸化炭素がそのうちの約80%を

占める。 

2019年のGAW現場観測ネットワークの
概要
この WMO 温室効果ガス年報第 16 号は、長寿命の温室効果

ガスの中で最も影響の大きい、二酸化炭素、メタン及び一酸化

二窒素の大気中の濃度と変化を報告するとともに、その他の

温室効果ガスの概要も示す。上記の 3 種類のガスとフロン 12

（CFC-12）及びフロン 11（CFC-11）を合わせると、長寿命の温

室効果ガスによる放射強制力全体の約 96%（4）[7]を占める（図

1）。

WMO GAW計画（https://community.wmo.int/activity-areas/gaw）

は、大気中の温室効果ガス及びその他の微量成分の組織的

観測及び解析をとりまとめている。最近10年間の温室効果ガ

ス観測地点を図2に示す。参加国が報告した観測データは、気

象庁にある温室効果ガス世界資料センター（WDCGG）が保管・

配布している。WDCGGはGAW計画のデータ管理において重要

な役割を果たしており、本年で設立30周年を迎えた。

図 1 長寿命の温室効果ガスによる放射強制力（1750 年を基準）の

経年変化と 2019 年の NOAA 年次温室効果ガス指標（AGGI）[7]。 

a 工業化以前の濃度を、二酸化炭素（CO2）は 278 ppm、メタン
（CH4）は722 ppb、一酸化二窒素（N2O）は 270 ppb と仮定した。 
本解析に使用した観測点数は、CO2（133地点）、CH4（134地
点）、N2O（100地点）。 

表1 GAW 温室効果ガス観測ネットワークによる主な温室効果ガ

スの地上の世界平均濃度（2019年）と増加量。単位は乾燥

空気のモル分率で誤差幅は68%の信頼限界による[10]。平

均手法は、GAWレポートNo.184 [9]に記載している。

CO2 CH4 N2O 

世界平均濃度（2019 年） 
410.5±0.2

ppm 
1877±2 

ppb 
332.0±0.1 

ppb 

1750 年と比較した存在比 a 148% 260% 123% 

2018 年から 2019 年までの 
増加量

2.6 ppm 8 ppb 0.9 ppb 

2018 年からの増加分の比率 0.64% 0.43% 0.27% 

世界平均濃度の最近 10 年

間の平均年増加量

2.37 
ppm/年 

7.3 
ppb/年 

0.96 
ppb/年 

図 2 GAW 観測ネットワークを構成する最近 10 年間の二酸化炭素観測地点。メタンの観測ネットワークもこれと同様である。 
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3 （6ページに続く）

この年報でWMO WDCGGが報告する世界平均濃度及び増

加量とNOAAが発表した結果[8]は、同じ年であっても値が若

干異なる。これは解析に使用される観測地点の違い、平均値

算出手法の違い、及び値が代表する期間の若干の違いによ

る。WMO WDCGGはGAWレポートNo.184[9]に記載されている

手法で解析を行っている。 

主な3種の長寿命温室効果ガスの2019年の大気中濃度の

世界平均と、2018年から、及び1750年からの濃度変化を表1に

示す。移動体観測によるデータ（図2の青の三角と橙の菱形）

は、NOAAによる太平洋東部の観測を除き、この解析には使っ

ていない。 

表1の3種の温室効果ガスは人間活動と密接に結びついて

おり、生物圏や海洋とも強い相互作用がある。大気中の温室

効果ガスの将来変化を予測するには、その様々な放出源や吸

収源、大気中の化学反応についての定量的な理解が必要で

ある。GAW計画に基づく観測成果は、これらのガス及び他の

長寿命温室効果ガスの収支を解明するための貴重な手掛か

りを与えるとともに、温室効果ガスの排出量推定の改善や衛

星から求めた長寿命温室効果ガスの気柱平均データの評価

に利用されている。WMOが推進する統合全球温室効果ガス情

報システム（IG3IS, https://ig3is.wmo.int/）は、国や地方行政区

レベルで温室効果ガスの放出源及び吸収源についての更なる

見識を与える。

NOAA年次温室効果ガス指標（AGGI）では、1990年以降全

ての長寿命温室効果ガスによる放射強制力の合計の増加を

評価している[7]。AGGIは2019年には1.45となり、放射強制力

の合計は、1990年以降2019年までに45%（4）、2018年からは1.8%

増加した（図1）。2019年の全ての長寿命温室効果ガスによる

放射強制力の合計（3.14 Wm-2）は、二酸化炭素等価換算濃度

で500 ppmに相当する[7]。工業化以前から2019年までの世界

全体の放射強制力の増加量に対する主要な長寿命温室効果

ガスの相対的な寄与を図3に示す。 

図4 二酸化炭素の1984年から2019年までの（a）世界平均濃度と

（b）その一年あたりの増加量。（b）の塗りつぶし棒グラフは前

年からの濃度差。（a）の赤線は季節変動を除いた月平均値、

線で結んだ青点は月平均値を表す。この解析に使用した観

測点は133地点。二酸化炭素（CO2）

二酸化炭素は、最も重要な大気中の人為起源温室効果ガ

スであり、長寿命の温室効果ガスによる放射強制力全体（3.14

W m-2）の約66%（4）を占めている。また最近10年間の放射強制

力の増加のうちの約82%（4）、最近5年間でも約82％が二酸化炭

素によるものである。工業化以前の大気中の二酸化炭素濃度

は、大気、海洋及び陸上生物圏の間の炭素交換のバランスを

反映して約278 ppmであった。二酸化炭素の2019年の世界平

均濃度は410.5±0.2 ppmとなった（図4）。2018年から2019年ま

での年平均値の増加量（2.6 ppm）は、2017年から2018年まで

の増加量より大きく、最近10年間の平均年増加量（2.37 ppm/

年）よりも大きくなった。

大気中の二酸化炭素濃度は、2019年に工業化以前の148%

に達した。これは、主として化石燃料の燃焼とセメント生産

（2019年の化石燃料による二酸化炭素排出量の予測は二酸

化炭素換算で36.7±2GtCO2
（5）[1]）及び森林伐採とその他の

土地利用変化（2009年から2018年までの平均で１年あたり5.5 

GtCO2）からの放出による結果である。2009年から2018年の期

間の人間活動による放出のうち、約44%が大気、23%が海洋、

29%が陸上に蓄積され、4%は蓄積先が特定されなかった残差

である[2]。化石燃料の燃焼により放出され大気中に残留する

二酸化炭素の比率（大気残留比）は、二酸化炭素吸収源の大

きな自然変動によって年々変動し、世界全体での変化傾向は

確認されていない。 

図 3 工業化以前から2019年までの世界全体の放射強制力の増

加量に対する主要な長寿命温室効果ガスの寄与[7]。 
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パリ協定の気候目標を支援する地域的メタン排出の監視 

文： Sander Houweling
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本報告書で報告されている2019年の地球全体

のメタン（CH4）増加量は8 ppb/年で、過去10年間

では5～10 ppb/年の増加傾向が継続している。

グローバル・カーボン・プロジェクト（GCP）[11]は、

その最新の評価で、2008年から2017年の期間の

地球全体のメタン排出量を576 TgCH4
(6)/年と推定

している。この値は、以前の10年間（2000年から

2009年）の推定値よりも、年間総排出量の平均で

29 TgCH4/年大きいことを示している。これらの数

値は、GAWの地上観測値と日本の温室効果ガス

観測技術衛星（GOSAT）の衛星観測値を用いた

逆解析手法を用いたモデルの相互比較から得ら

れたものである。これらのデータを基にした逆解

析では、熱帯と東南アジアが最も増加に寄与して

いることで一致している。しかし、逆解析のアンサ

ンブル結果から、人為起源と自然起源の変化の

相対的な重要性に関して、信頼性の高いさらなる

詳細な情報を提供することは困難である。実際、

GCPの評価は、2007年以降のメタンの再増加に

ついて先行研究で提案されてきた幅広いシナリ

オや可能性のある説明をさらに制約するもので

はない（例えば、[15]-[18]を参照）。

GCPの評価ではまだ使用されていないが、δ
13C-CH4から観測された傾向は、微生物と化石燃

料の排出量の増加の複合的な増加によって説明

されている[18]。この傾向は、メタンの増加がエネ

ルギーと食糧の需要の増加によって主に促進さ

れている可能性が高いシナリオを示唆している。

これは、2008年から2015年の間に人為起源の排

出源が30 TgCH4/年の増加を示しているEDGAR

ver.5の排出量インベントリ[19]とほぼ一致してお

り、観測された増加を説明するのに十分な量とな

っている。

図5は、2014年以降のメタンの増加とその増加

量の加速を、気候変動に関する政府間パネル

（IPCC）第5次評価報告書（AR5）の代表的濃度経

路（RCPs）と比較したものである。メタンは、2つの

最も強い温暖化シナリオであるRCP6とRCP8.5の

間に位置する軌跡をたどっている。いくつかの研

究では、メタンの排出量を緩和することによる短

期的な気候的便益と高い費用対効果が指摘され

ている[20], [21]。しかしながら、図5では、パリ協

定の目標達成に向けた国際的な取り組みでは、

これまでのところ、メタン排出の緩和はあまり重点

的に取り組まれて来なかったことを示している。 

図6は、2019年にGHGSat衛星によって最初に

検出され、その後、Sentinel-5P衛星のTROPOMI

センサーによって確認されたトルクメニスタン西部

での天然ガス漏出を示している[22]。メタンの総カ

ラム量の濃い領域が視認され、その領域は後続

の衛星通過時刻では、局地的な風向と一致して

方向を変えている。宇宙からメタンを十分な精度

で測定することは挑戦的であるが、これらの信号

が本物であることは疑いの余地がない。放出量は

142±34 ktCH4
(6)/年と推定されており、これは大き

な漏洩量（1秒間に約6 m3）であるが、それにもか

かわらず、数年間は気付かれていなかった。これ

までに収集されたTROPOMIのデータは、世界中

でこのような天然ガス漏出がいくつかあることを示

している（例えば[23], [24]を参照）。今後数年のう

ちに、より感度の高いセンサーを搭載した衛星

（例えば、MethaneSat衛星）が打ち上げられる予

定であり、今年9月にはすでにGHGSatのIris衛星

が打ち上げられている。これらの衛星のセンサー

により、より精度良く、数多くの天然ガス漏出を検

出することができるようになるであろう。

衛星から得られる排出量の推定値を改善する

ためには、堅固な方法論の開発が依然必要であ

り、そのためには地上での正確な測定が不可欠

である。 しかしながら、現在の能力でも、地域的

な排出量監視に重要で新たな貢献をすることが

既にできている。これは、石油・ガス部門における

メタン排出量を削減するというIG3ISの目標に直接

対応する新たな発展の好例である。IG3IS は、国

際的な科学者と利用者が共に新たな地域的な排

出量監視能力を確実に活用するために有利な立

場にある。この監視能力は、パリ協定を成功させ

るべく早急に必要とされる気候行動に利用される

ものである。
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図5 IPCC AR5 RCPシナリオと比較した観測された大気中メタンの全球平均濃度[11]。 

図6 TROPOMIで観測されたトルクメニスタン西部の石油・ガス生産からのメタン放出量[22]。 
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メタン（CH4）

メタンによる放射強制力は、長寿命の温室効果ガス全体の

約16%（4）を占める。大気中に放出されるメタンの約40%は自然

起源（湿地やシロアリなど）であり、人為起源（畜産、稲作、化

石燃料採掘、埋め立て、バイオマス燃焼など）によるものは約

60%である[11]。現場観測によるメタンの2019年の世界平均濃

度は、解析開始以来の最高値を更新する1877±2 ppbであり、

前年から8 ppb増加した（図7）。この増加は2017年から2018年

までの増加量（9 ppb）よりは小さいものの、最近10年間の平均

年増加量よりはまだわずかに大きい。年増加量は、1980年代

後半の約12 ppb/年から減少し、1999年から2006年の間はほ

ぼゼロとなった。2007年以降、大気中メタン濃度は増加してお

り、人為的な放出増加を反映して工業化以前（約722 ppb）の

260%に達した。GAWのメタン観測結果を用いた研究によれば、

熱帯の湿地と北半球中緯度での人為排出源からのメタンの放

出増加が近年の増加の原因である可能性が高い。 

一酸化二窒素（N2O） 

一酸化二窒素の放射強制力は、長寿命の温室効果ガス全

体の約7%（4）を占め、それらのうちで3番目に大きな寄与があ

る。一酸化二窒素は、自然起源（約60%）と人間活動（約40%）の

両方から放出され、それらは海洋、土壌、バイオマスの燃焼、

施肥及び各種工業過程を含んでいる。一酸化二窒素の2019

年の世界平均濃度は332.0±0.1 ppbであり、前年から0.9 ppb

増加して（図8）、工業化以前（270 ppb）の123%となった。2018

年から2019年までの増加量は、2017年から2018年までの増加

量より小さく、最近10年間の平均年増加量（0.96 ppb/年）とほ

ぼ同等であった。農地への窒素添加が主な原因である全世界

の一酸化二窒素の人為的排出量は、過去40年間で30％増加

し、年間の窒素量で7.3（4.2～11.4）TgN(7)/年となった。この増

加が、主に大気蓄積の増加の原因である[12]。  

他の温室効果ガス

オゾン層を破壊する物質に関するモントリオール議定書で規

制されているオゾン層破壊物質であるクロロフルオロカーボン

（CFC）類は、他のハロゲン化物と合わせた合計で、長寿命の

温室効果ガスによる放射強制力全体の約11%（4）を占める。大

気中のCFC類とほとんどのハロン類は減少している一方で、同

じく強力な温室効果ガスであるハイドロクロロフルオロカーボン

（HCFC）類やハイドロフルオロカーボン（HFC）類のいくつか

は、今のところ量は少ないものの（ppt（8）の水準）、比較的急速

図7 メタンの1984年から2019年までの（a）世界平均濃度と（b）そ

の一年あたりの増加量。（b）の塗りつぶし棒グラフは前年か

らの濃度差。（a）の赤線は季節変動を除いた月平均値、線で

結んだ青点は月平均値を表す。この解析に使用した観測点

は134地点。

図8 一酸化二窒素の1984年から2019年までの（a）世界平均濃

度と（b）その一年あたりの増加量。（b）の塗りつぶし棒グラフ

は前年からの濃度差。（a）の赤線は季節変動を除いた月平

均値で、この図では月平均値を表す青点と重なっている。こ

の解析に使用した観測点は100地点。
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に増加している。六フッ化硫黄（SF6）も同様に量は少ないが非

常に強力な長寿命の温室効果ガスであり、化学工業生産され

て主に配電設備の電気絶縁体として使われている。現在の大

気中の濃度は1990年代半ばに比べて2倍以上に増加している

（図9（a））。 

この年報は主に長寿命温室効果ガスを取り扱う。対流圏の

オゾンはこれらに比べて短寿命だが、ハロカーボン類に匹敵

する放射強制力を持つ[13]。その他多くの汚染物質（一酸化炭

素、窒素酸化物、揮発性有機化合物など）は、温室効果ガスと

は呼ばれないが、放射強制力に直接的あるいは間接的な影

響をわずかに及ぼす。エーロゾル（浮遊粒子状物質）も、放射

収支に影響する短寿命の物質である。ここで述べた全てのガ

ス及びエーロゾルは、WMO加盟国や協賛ネットワークから支

援を受けてGAW計画により監視されている。

謝辞とリンク

WMO加盟国のうちの55カ国が GAW WDCGG に二酸化炭素

及び他の温室効果ガスの観測データを提供している。WDCGG

に提供されている観測データの約40%がNOAA地球システム調

査研究所（ESRL）と協力する観測ネットワークで得られたもの

である。その他のネットワークや観測所は、GAW レポート

No.255［14］ を参照されたい。Advanced Global Atmospheric

Gases Experiment （AGAGE）も本年報に観測データを提供して

いる。さらに、本年報に用いたデータを提供した GAW 観測所

は 、 図 2 に 示 す と と も に 、 WDCGG ウ ェ ブ サ イ ト

（https://gaw.kishou.go.jp/）の一覧表に掲げる。また、スイス気

象局によって運営される GAW 観測所情報システム（GAWSIS,

https://gawsis.meteoswiss.ch/）にも掲載されている。 

図9 六フッ化硫黄（SF6）及び主要なハロカーボン類の月平均濃度 （a）六フッ化硫黄及び低濃度のハロカーボン類、（b）高濃度のハロカーボン類。 

解析に使用した地点数は、SF6（87）、CFC-11（23）、CFC-12（25）、CFC-113（22）、CCl4（21）、CH3CCl3（25）、HCFC-141b（10）、HCFC-142b（15）、 

HCFC-22（14）、HFC-134a（11）、HFC-152a（10）。 
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に用いられる。大気化学分野では濃度を乾燥空気分子に対する着目する

成分の分子の存在比率（モル数の比）で表す。 
（2） ppmは乾燥空気分子100万個中の当該ガスの分子数。 
（3） ppbは乾燥空気分子10億個中の当該ガスの分子数。 
（4） ここでいう比率は、1750年以降の全ての長寿命の温室効果ガスによる世

界全体の放射強制力の増加量に対して、それぞれのガスが寄与する相

対的な割合のこと。 
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の一酸化二窒素量は、窒素換算で1 TgNに相当する。 
（8） pptは乾燥空気分子1兆個中の当該ガスの分子数。 
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今回紹介する温室効果ガス観測所 

多くの GAW 観測所は、世界中の遠隔地に位置している。

COVID-19 に関連した移動制限措置は、この遠隔性とそれに

対応した移動や輸送の制限のために、物流上の問題を引き

起こしている。これらの課題に直面する南大洋と南太平洋の

離島に位置する 2 つの観測所について、以下に紹介する。 

マッコーリー島はオーストラリアと南極大陸のほぼ中間にあ

り、南大洋に位置する亜南極の島である。「マッカ」として一般

的に知られており、タスマニア公園・野生生物局が管理する世

界遺産である。島の北端では、オーストラリア南極局（AAD）が

調査基地を運営している。この研究施設は、海鳥やアザラシ

の重要な個体群の保護から、本報告書に貢献するオーストラ

リア連邦科学産業研究機構（CSIRO）の 30 年間の大気組成測

定に至るまで、多様な科学的研究や長期監視プログラムを支

援している。AAD のほか、オーストラリア気象局（BoM）、オー

ストラリア原子力科学技術機構（ANSTO）、ハイデルベルク大

学（ドイツ）及び GNS サイエンス（ニュージーランド）は全て、

CSIRO の長期大気組成監視プログラムの主要な協力機関で

ある。 

 
完全に隔離されたマッカで越冬する職員について COVID-19

ウイルスから安全を確保するために、今年の（南半球の）夏に

は、年に一度の職員の入れ替えのために、厳格な検疫手順が

実施されている。大気フラスコサンプリング（二酸化炭素、メタ

ン、 一酸化二窒素、 一酸化炭素、水素及び二酸化炭素の炭

素同位体比）や二酸化炭素、メタン及びラドンの現場観測を支

援するための BoM 職員の研修は、今年はウェブ形式で行わ

れており、定期的なメンテナンスを行うために島を訪れる同伴

の科学者はいない。それにもかかわらず、越冬職員の献身的

な努力により、この南半球の重要な観測地点では、2021 年を

通してサンプリングと現場観測が継続されることになる。 

アメリカ領サモア観測所（SMO） 

NOAA のアメリカ領サモア観測所（SMO）は、ハワイとニュー

ジーランドのほぼ中間にあたる、南太平洋の中央に位置して

いる。 一年中温暖湿潤で、緑豊かな山々と強いサモア文化

が特徴である。 観測所はアメリカ領サモアのトゥトゥイラ島北

東端、マタトゥーラ岬に位置している。 

 

2020 年春に COVID-19 の世界的大流行が広がると、アメリカ

領サモアでは、島の保健機関が流行を抑え込むため、しばら

くの間、貨物便の完全な停止を含む厳格な渡航制限を実施

した。貨物や人員の渡航制限により、SMO の重要な較正ガ

ス、フラスコ、その他の重要な資材の再供給が制限され、二

酸化炭素の現場分析装置の更新計画が延期された。さら

に、世界的大流行が島内で最悪のシナリオに達した場合に

備え、観測所を閉鎖し、人員を避難させるための緊急時対応

計画が立てられた。さらに、世界的大流行の影響で、通常は

広範囲の対面訓練を兼ねた 2～3 週間の重複勤務を含む毎

年の観測所長の交替が遅れる恐れが生じた。最終的には、

新観測所長は国防総省（DOD）の人道的支援便で島に到着

することができ、前観測所長が別のDOD便で出発する前に、

職員の完全な引継ぎを終えることができた。渡航制限が残っ

ているが、幸運にもアメリカ領サモアの状況は最悪のシナリ

オに陥ることはなく、SMO でのすべての重要な測定とサンプ

リングは世界的大流行の間も継続された。 
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所在 
所属国：アメリカ領サモア 
南緯：14.2474° 
西経：170.5644° 
標高：42.00 m 
時差：現地時間=協定世界時-11 時間 

撮
影

者
:P

.R
o
be

rt
s 

マッコーリー島観測所（MQA） 
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所在 
所属国：オーストラリア 
南緯：54.4985° 
東経：158.9385° 
標高：16.00 m 
時差：現地時間=協定世界時+10 時間 
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